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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 21,527,64525,054,81125,583,26127,662,22628,988,420

経常利益 (千円) 395,478 476,855 590,499 558,048 562,728

当期純利益 (千円) 205,316 239,352 335,426 291,621 213,979

純資産額 (千円) 5,653,6415,738,8966,067,5666,185,4696,272,831

総資産額 (千円) 16,342,09716,721,13517,094,91017,962,82418,807,071

１株当たり純資産額 (円) 875.48 885.58 937.40 960.04 970.14

１株当たり当期純利益 (円) 29.23 33.19 48.28 45.25 33.11

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 34.6 34.3 35.5 34.4 33.4

自己資本利益率 (％) 3.63 4.20 5.68 4.76 3.44

株価収益率 (倍) 16.42 18.92 16.67 12.97 12.17

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 610,201 230,252 308,694 18,689 26,230

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 92,087 68,950 △9,364 △121,411△61,347

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 205,674△84,028△666,472△114,159 303,155

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 1,663,7541,878,9281,511,7851,299,4511,569,357

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
262

(71)

265

(65)

263

(81)

283

(89)

277

(110)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しており

ます。
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(2) 提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 21,423,06325,030,95625,504,17727,574,61329,046,672

経常利益 (千円) 388,016 420,468 550,012 504,681 529,652

当期純利益 (千円) 117,403 198,770 314,882 257,973 214,426

資本金 (千円) 1,533,4001,533,4001,533,4001,533,4001,533,400

発行済株式総数 (株) 6,470,0006,470,0006,470,0006,470,0006,470,000

純資産額 (千円) 5,665,5435,711,7166,024,9436,104,3496,190,138

総資産額 (千円) 16,255,24316,637,97217,077,94117,857,63118,654,149

１株当たり純資産額 (円) 877.32 882.16 931.41 947.45 957.35

１株当たり配当額
(内、１株当たり中間
配当額)

(円)

(円)

10.00

(5.00)

11.00

(5.00)

12.00

(5.00)

14.00

(6.00)

14.00

(6.00)

１株当たり当期純利益 (円) 15.85 27.69 45.72 40.03 33.18

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ─ ─

自己資本比率 (％) 34.9 34.3 35.3 34.2 33.2

自己資本利益率 (％) 2.07 3.49 5.37 4.25 3.49

株価収益率 (倍) 30.28 22.68 17.61 14.66 12.15

配当性向 (％) 63.09 39.73 26.24 34.97 42.19

従業員数
(外、平均臨時
雇用者数)

(名)
225

(62)

218

(65)

218

(73)

227

(77)

224

(96)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しており

ます。
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２ 【沿革】

　

年月 沿革

昭和22年６月 大阪市西区にて阿部英三郎が個人経営で英和商店を創業し、航海計器・発動機部品の販売開始。

昭和23年６月 株式会社に改組。英和精器㈱設立。

昭和26年10月 圧力計等の販売開始。

昭和27年９月 直接需要家向販売会社として英和精工㈱設立。

昭和27年10月 大阪府知事より計量器販売許可を受ける。

昭和31年10月 自社製品の製造を目的として㈱双葉製作所{現双葉テック㈱現・連結子会社}を設立。

昭和36年２月 神戸市生田区に神戸営業所を開設。

昭和38年１月 岡山市に岡山営業所を開設。

昭和39年11月 広島市に広島営業所を開設。

昭和40年10月 札幌市に札幌営業所を開設。

昭和42年４月 福岡市に福岡営業所を開設。

昭和45年10月 英和精工㈱を吸収合併し、商号を英和精工㈱に変更。

昭和52年３月 横浜市に横浜営業所を開設。

昭和55年２月 一般建設業の大阪府知事許可を取得。

昭和62年４月 商号を英和㈱に変更。

平成元年12月 大阪証券取引所の市場第二部特別指定銘柄(新二部)に株式上場。

平成５年３月
新本社事務所を建設、本社所在地を「大阪市西区北堀江四丁目６番６号」から「同区北堀江四丁
目１番７号」に移転。

平成８年１月 大阪証券取引所上場規程の一部改正に伴い市場第二部銘柄に指定。

平成10年４月
現連結子会社の㈱双葉製作所の商号を双葉テック㈱に変更し、また、双葉テック㈱本社工場所在地
を大阪市西成区から大阪府堺市に移転。

平成13年４月 従来仕入先であったアイコン㈱の株式全株を取得し、連結子会社とする。

平成15年４月 卸販売を主体とした連結子会社エラン㈱を設立し、一部の業務を委託する。

平成15年11月 三井物産マシナリー㈱の営業の一部を譲り受ける。

平成16年４月 国際営業部を設立。

平成16年11月 中華人民共和国上海市に上海駐在員事務所を開設。

平成17年２月 ＩＳＯ１４００１認証取得。

平成17年７月 室蘭市に室蘭営業所を開設。

平成18年３月 ＩＳＯ９００１認証取得。

平成18年９月 英和双合儀器商貿(上海)有限公司の営業開始。

平成19年４月 群馬営業所を開設。

平成20年３月
東京本社所在地を「東京都品川区西五反田一丁目30番２号」から「同区西五反田一丁目31番１
号」に移転。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は当社、子会社４社で構成され、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機

器、産業機械等の製造販売並びにサービス等の事業を展開しております。

(1) 当企業グループの事業に係わる位置づけは次の通りであります。

当社は工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、産業機械等の直接需要家向け販売

並びに卸販売を行っております。

双葉テック株式会社(連結子会社)は、工業用計測制御機器、産業機械等の製造を行っており、主として

当社を通じて販売しております。

アイコン株式会社(連結子会社)は、多変数制御機器(ファジィコントローラー)を主体とした工業用計

測制御機器等の製造やソフトの開発を行っており、主として当社を通じて販売しております。

エラン株式会社(連結子会社)は、工業用計測制御機器、環境計測・分析機器、測定・検査機器、産業機械

等の卸販売等業務を当社から受託しております。

英和双合儀器商貿(上海)有限公司（連結子会社）は、中国において工業用計測制御機器、環境計測・分

析機器の販売を行っております。

なお、当企業グループは取扱商品の性質、販売市場の類似性から判断して単一セグメントであるため、

事業の種類別セグメントを開示しておりません。

(2) 事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有割合
(％)

関係内容

双葉テック㈱
(連結子会社)

大阪府堺市西区 99,650
工業用計測制御
機器、産業機械等
の製造販売

100.0
当社取扱品の製造
役員の兼任 １名

アイコン㈱
(連結子会社)

大阪府高槻市 40,000

多変数制御コン
トローラー等工
業用計測制御機
器の製造、各種コ
ンピュータソフ
トの製作

100.0
当社取扱品の製造
役員の兼任 １名

エラン㈱
(連結子会社)

大阪府大阪市西区 10,000

工業用計測制御
機器、環境計測・
分析機器、測定・
検査機器
、産業機械等の卸
販売業務受託

100.0
当社取扱品の受託販売
役員の兼任 １名

英和双合儀器商貿
(上海)有限公司
(連結子会社)

中華人民共和国上海
市婁山関路83号新虹
橋中心大厦2805号室

100,000
工業用計測制御
機器等の輸入・
国内販売

100.0
当社取扱品の輸入販売
役員の兼任　
　

５名

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の部門等の名称 従業員数(名)

営業部門 232 (97)

生産部門 14 ( 6)

管理部門 31 ( 7)

合計 277 (110)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　臨時従業員の年間平均雇用人員数が前連結会計年度に比べ21名増加しましたのは、主に定年退職者再雇用によ

るものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

224( 96) 39.5 12.5 6,003

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数の欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４　臨時従業員の年間平均雇用人員数が前会計年度に比べ19名増加しましたのは、主に定年退職者再雇用によるも

のであります。

　

(3) 労働組合の状況

当グループの労働組合員数は、165名でオープンショップ制であります。

なお、労使関係については円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業の収益改善を背景とした設備投資や輸出が好調に推移し、

雇用情勢の改善等により全体として緩やかな回復基調にありましたが、下半期以降、継続的な原材料、原

油価格の高騰や、米国のサブプライム問題に端を発した米国経済の減速や、世界的金融不安による株価の

下落、円高等により、先行き不透明感を強めながら減速懸念が強まってまいりました。 

　このような状況のもと、当企業グループにおきましては、「経営資源の有効活用による経営基盤と企業

価値の向上」を目指し、「チャレンジ300」を掲げ、売上高300億円達成を目標として、既存事業領域であ

る石油化学、鉄鋼業界等への取組を強化しつつ、自動車産業市場、中国市場を新規事業領域として位置づ

け、積極的な事業展開を推進いたしました。また、「環境・安心・安全」をキーワードとし、環境関連機器

やセキュリティー・メンテナンス機器の拡販、新商材の発掘に努めるとともに、国内36ヶ所のセールス

ネットワークにおいて情報の共有と活用を図り、水平展開の推進を強化するなど、効率的な営業を推進し

てまいりました。 

　管理関係の強化としては、ISO14001やISO9001の着実な運用により、環境配慮型商品の拡販や、顧客満足

度の向上に努めるとともに、金融商品取引法(J-SOX法)への対応整備等により内部管理体制のより一層の

強化に向け取り組んでまいりました。また、業務改善を推進するため、現場におけるPDCAの効率的な運用

を推進し、若手中堅社員、管理職の合宿研修等による人材育成に注力してまいりました。 

　その結果、当連結会計年度の業績は、石油化学、鉄鋼業界等を中心に設備の新設、更新・合理化需要が堅

調に推移したことや、好況下にある造船・舶用業界の需要増により、当社の主力取扱品目である工業用計

測制御機器、環境計測・分析機器、産業機械が伸長し、売上高は289億88百万円（前連結会計年度比4.8%

増）となり、売上総利益はM２運動（利益率向上運動）の成果もあり利益率が0.5ポイント向上し、46億円

（前連結会計年度比7.8%増）となりました。 

　販売費及び一般管理費は、鋭意節減に努めましたが、株式市場の低迷により退職給付信託に供与してい

る株式の評価損が82百万円発生し、営業利益は５億45百万円（前連結会計年度比0.3%減）、経常利益は５

億63百万円（前連結会計年度比0.8%増）となり、当期純利益におきましては、投資有価証券評価損が63百

万円発生したことや役員退職慰労引当金の繰延税金資産の取崩しにより２億14百万円（前連結会計年度

比26.6%減）となりました。 

　今後の見通しにつきましては、原材料価格の高騰によるコスト上昇圧力や円高、株式市場の低迷が企業

の設備投資マインドや消費者マインドに影響を与え始めており、景気の減速懸念があるものの、当社事業

領域における設備投資は引き続き堅調に推移していくものと考えられ、工業用計測制御機器及び産業機

械が伸長するものと推測いたしております。また、水平展開による効率営業や、エンジニアリング機能の

より一層の強化により、提案型技術商社として付加価値の高いベストな提案をおこなうことで顧客満足

度を高め、中期経営計画の実現に邁進してまいります。
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なお、品目別売上高の状況は次の通りであります。

　

(工業用計測制御機器)

工業用計測制御機器につきましては、石油化学、鉄鋼業界を中心に更新需要、合理化投資が堅調に推移

したことや、好況下にある舶用・造船業界の需要増により伸長し、前年同期比 6.2％増となりました。

　

(環境計測・分析機器)

環境計測・分析機器につきましては、社会の環境への関心の高まりから、水質、ガス、大気分析機器が堅

調に推移したことや、保安用ガス検知器、警報器が伸長し、前年同期比 5.7％増となりました。

　

(測定・検査機器)

測定・検査機器につきましては、自動車産業市場等への形状測定装置は堅調に推移いたしましたが、素

材産業向け画像処理装置の需要が一巡し大型案件が減少した為、前年同期比6.7％減となりました。

　

(産業機械)

産業機械につきましては、道路維持機械や自動車産業市場向けロボット設備の大口案件等により伸長

し、前年同期比4.6％増となりました。

　

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度比２億70百万円（20.8％）増加し15

億69百万円となりました。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローでは、営業活動の結果、増加した資金は26百万円となり、前連結会

計年度比19百万円の増加に比べ８百万円増加いたしました。これは、主に売上債権の増加額が減少したこ

と及び、たな卸資産が減少に転じたことによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローでは、減少した資金は61百万円となり、前連結会計年度比１億21百

万円の減少に比べ60百万円資金の減少が少なくなりました。これは、主に前連結会計年度に投資有価証券

の取得があったものの、当連結会計年度は無かったことによります。 

　これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと、投資活動によるキャッシュ・フローをあわせたフ

リー・キャッシュ・フローは35百万円のマイナスとなりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローでは、増加した資金は３億３百万円となり、前連結会計年度１億14

百万円の減少に比べ４億17百万円増加いたしました。これは、主に短期借入金の増加によるものでありま

す。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績は次のとおりであります。

　

品目別 生産高(千円) 前年同期比(％)

工業用計測制御機器 319,055 16.2

産業機械 229,699 △ 13.7

合計 548,754 1.5

(注) １　上記は製造を行っております連結子会社(双葉テック㈱、アイコン㈱)の合計金額であります。

２　上記金額は製造原価によっております。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注状況

当連結会計年度における受注状況は次のとおりであります。

　

品目別 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

工業用計測制御機器 399,583 0.0 73,022 8.9

産業機械 314,960 △ 9.8 104,162 53.5

合計 714,543 △ 4.6 177,184 31.3

(注) １　連結子会社(双葉テック㈱、アイコン㈱)において受注生産を行っております。

２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における品目別の販売実績は、次のとおりであります。

　

品目別 販売高(千円) 前年同期比(％)

工業用計測制御機器 15,949,141 6.2

環境計測・分析機器 2,076,911 5.7

測定・検査機器 1,715,120 △ 6.7

産業機械 9,247,249 4.6

合計 28,988,420 4.8

(注) １　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し10％以上に該当する販売先はありません。
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３ 【対処すべき課題】

会社の対処すべき課題としては、プラントや工場内で使用される工業用計測制御機器の国内市場は成熟

化しつつあり、持続的な市場の成長はあまり期待できないと考えております。このため国内においては「環

境・安心・安全」をキーワードとし、環境保全や事故発生の防止策としての保安・メンテナンス分野に注

力し、多様化した顧客ニーズに対応するため新商材を発掘しソリューション営業を着実に実行するととも

に、エンジニアリング機能の強化により付加価値の高いベストな提案を実施していく必要があります。 

　また、国内のプラントや工場建設の国内から海外への移行が進む状況下、当社の基盤となっている工業用

計測制御機器の販売を拡大していくためには積極的な海外展開が必要であり、当企業グループはこの一環

として、中国市場において英和双合儀器商貿（上海）有限公司を設立し、日系企業に対する開発営業を推進

し、当社のビジネスモデルである顧客密着型営業による事業を展開しております。 

　管理面においては、金融商品取引法（J-SOX法）に対する体制を整備し、継続して内部統制の確立を図り内

部管理体制の強化に取り組んでまいります。

　

４ 【事業等のリスク】

当企業グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがあ

り、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項と考えております。なお、文中の将来に関する事

項については、本有価証券報告書提出日現在において当企業グループが判断したものであり、ここに掲げら

れている項目に限定されるものではありません。

(1) 経済状況による影響

当企業グループの売上高のうち50％強を占める工業用計測制御機器は、国内外の経済環境の悪化によ

り設備投資の動向に陰りが生じた場合、設備更新需要が停止したり、遅延することにより、当企業グルー

プの業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。

(2) 価格競争による影響

当企業グループの係わる業界のうち、水処理（上下水道等）、ゴミ処理、リサイクルといった公共市場

では、政府の予算が削減された場合には、競合他社との価格競争が激化し、当企業グループの業績に多大

な影響を及ぼす可能性があります。

(3) 債権管理に係る影響

上述のような変動によって、取引先企業が倒産する危険性があり、当企業グループでは継続取引先につ

いては定期的な信用調査分析を行い、また、新規、単発等の大口取引については可能な限りの債権保全策

を採った上での取引とする等、債権管理に最善の注意を払っておりますが、倒産の規模・件数によって

は、当企業グループの業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。

(4) アクシデント等による影響

当企業グループは、生産設備に使用する機材及び装置の納入に携わっており、その設備等において納入

時には予測し得ない不適合が生じ、それを原因とした事件、事故が発生した場合にはその機材及び装置の

製造者とともに営業上の損失を被り、当企業グループの業績に多大な影響を及ぼす可能性があります。

(5) 業績の季節的変動に係る影響

官公庁関連や民間設備の予算執行時期が下期偏重傾向にあるため、当企業グループの売上高も当期比

率では上期45％、下期55％と下期偏重となっています。これに対して販売費及び一般管理費は、その大部

分が固定費であることから、経常利益、当期純利益の割合も下期に偏重し、投資家の判断に影響を及ぼす

可能性があります。
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(6) 機密情報保護に係る影響

当企業グループが納入する商品・システムは、顧客企業との秘密保持契約により製作・納入したもの

が含まれ、これらの案件は、その顧客に納入した商品・システムの内容がその顧客の競合企業に知れる

と、その顧客の業績に多大な影響を及ぼしかねず、当企業グループにおいて予期せぬ何らかの要因でこれ

らが漏洩した場合、顧客からの訴訟等を含め、当企業グループの業績に多大な影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(１)経営成績に重要な影響を与える要因について

商社である当社の性格上、特に産業機械等の大口案件については、売上高は大きいものの、売上総利

益率は低くなる傾向があり、営業利益等に重要な影響を与える可能性があります。

これらを回避すべく当社は、Ｍ２運動（利益率向上運動）の推進、付加価値のあるシステムや独占販

売権のある輸入商材、燃料電池関連商品等の拡販によって、経営成績の安定化を図ってまいります。

(２)資本の財源及び資金の流動性についての分析

当連結会計年度の資金状況につきましては、税金等調整前当期純利益は減少したものの売上債権の

回収が進んだこと、たな卸資産の圧縮等により営業活動によるキャッシュ・フローは前年より若干改

善しました。また投資活動によるキャッシュ・フローが前年を下回ったものの、財務活動によるキャッ

シュ・フローにおいて、売上増による仕入商品代金の支払いのための資金手当てとして短期借入金が

増加し、結果として、現金及び現金同等物の期末残高は、前期比２億70百万円増加し15億69百万円とな

りました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

該当事項はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

当企業グループ(当社及び連結子会社)における主要な設備は、以下のとおりであります。

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

地域名 設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

北海道・東北地区
札幌営業所他５営業所

営業設備 1,531 ─ 1,659 ― 3,19116 (14)

関東・甲信越地区
東京本社他10営業所

営業設備
統括業務施設

45,689 ─ 30,134
40,411
(702.11)

116,23477 (35)

東海・北陸地区
名古屋営業所他３営業所

営業設備 2,432 ─ 2,083 ― 4,51516 ( 4)

近畿地区
大阪本社他６営業所

営業設備
統括業務施設

530,008 192 26,515
697,589

(1,250.42)
1,254,30480 (28)

中国・四国地区
広島営業所他４営業所

営業設備 387 ─ 2,036 ― 2,42319 ( 8)

九州地区
福岡営業所他３営業所

営業設備 10,720 ─ 1,802
52,020
(330.57)

64,54216 ( 7)

(注) １　従業員数(　)内は臨時従業員数であり、外書きしております。

２　上記のほか、土地・建物の一部及び車輌を賃借しております。年間賃借料は土地・建物が149,539千円、車輌が

64,858千円であります。賃借している土地・建物の面積は4,449.02㎡であります。

　

(2) 国内子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

双葉テック㈱
(大阪府堺市)

営業設備
製造設備

44,554 935 1,409
155,132
(826.43)

202,030 24

アイコン㈱
(大阪府高槻市)

営業設備
製造設備

─ ─ 168 ― 168 4

　

(3) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
及び備品

土地
(面積㎡)

合計

英和双合儀器商貿
(上海)有限公司
(中華人民共和国
上海市)

営業設備 914 ─ 2,386 ― 3,300 10

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,710,800

計 20,710,800

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月25日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,470,000 6,470,000
大阪証券取引所
市場第二部

―

計 6,470,000 6,470,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成14年７月23日 △720,2006,470,000 ― 1,533,400 ― 1,565,390

(注)平成14年７月23日付にて、自己株式の消却を行っております。
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数500株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― ８ ４ 37 ５ ― 958 1,012 ―

所有株式数
(単元)

― 1,516 ９ 1,934 608 ― 8,64912,716112,000

所有株式数
の割合(％)

― 11.92 0.07 15.21 4.78 ― 68.02100.00 ―

(注) １　自己株式4,119株は、「個人その他」に８単元及び「単元未満株式の状況」の欄に119株含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

阿　部　健　治 堺市堺区 407 6.30

日興シティ信託銀行株式会社
(投信口)

東京都品川区東品川２丁目３番14号 320 4.94

阿　部　和　男 大阪市住吉区 254 3.93

株式会社トキメック 東京都大田区南蒲田２丁目16番46号 246 3.81

長野計器株式会社 東京都大田区東馬込１丁目30番４号 206 3.19

エスジーエスエスエスジー
ビーティールクス（常任代理
人　香港上海銀行東京支店）

(東京都中央区日本橋３丁目11番１号) 177 2.74

阿　部　英　男 横浜市中区 175 2.71

株式会社百十四銀行 高松市亀井町５番地ノ１ 165 2.55

二　反　田　静　太　郎 西宮市 132 2.04

バンクオブニューヨークジー
シーエムクライアントアカウ
ントジェイピーアールディア
イエスジーエフイーエイシー
（常任代理人　株式会社三菱
東京UFJ銀行）

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 
決済事業部）

103 1.59

計 ― 2,189 33.83

(注) １　所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２　上記所有株のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日興シティ信託銀行株式会社 320千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 4,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 6,354,000 12,708 ―

単元未満株式 普通株式 112,000 ― １単元(500株)未満の株式

発行済株式総数 6,470,000 ― ―

総株主の議決権 ― 12,708 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式119株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在
所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

(自己保有株式)
英和株式会社

大阪市西区北堀江
四丁目１番７号

4,000 ― 4,000 0.06

計 ― 4,000 ― 4,000 0.06

　

(8) 【ストック・オプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　　　会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,052 2,001

当期間における取得自己株式 200 83

　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

27,000 15,336 ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 4,119 ― 4,319 ―

　 (注)　当期間の保有自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株

式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は創業以来「和親協力」を社是に掲げ、事業を通じ、会社の繁栄、社員の福祉の向上、株主の利益の維

持向上、取引先との共存共栄を図り、社会に奉仕貢献することが当社の経営理念であり、究極の目標であり

ます。

上記の経営理念に基づいた利益配分に関する基本方針は、安定・維持から、普通配当として１株につき年

10円を最低限維持するとともに、業績向上に伴う利益配当の増額、また事業展開における記念や業績を勘案

しながら株主の皆様への利益還元向上に努めることであります。これまで株式分割、記念配当、株主優待等

も実施し、魅力ある株価形成への努力をしてまいりました。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当決定機関は中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。取締役会決議によって中間配当を行うことができる旨を

定款で定めております。なお、目標配当性向は30％であり、今後もこの方針にそって着実に行ってまいりま

す。

以上の方針に基づき、当期期末配当は、平成20年６月24日の第61回定時株主総会において、１株につき８

円と決議されました。配当性向は42.19％となっております。

(注)基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

平成19年11月14日
取締役会決議

38,806 ６

平成20年６月24日
定時株主総会決議

51,727 ８

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第57期 第58期 第59期 第60期 第61期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 507 665 820 803 595

最低(円) 215 412 554 550 403

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成19年
10月

11月 12月
平成20年
１月

２月 ３月

最高(円) 454 450 463 475 455 425

最低(円) 423 410 425 405 415 403

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長
代表取締役

阿　部　健　治 昭和20年９月16日生

昭和44年４月 当社入社

(注)2 407

昭和58年12月 当社取締役社長室統轄部長就任

昭和58年12月 株式会社双葉製作所(現双葉テッ

ク㈱)取締役就任

昭和61年６月 当社常務取締役就任

平成元年６月 当社専務取締役管理本部長就任

平成２年６月 株式会社双葉製作所代表取締役社

長就任

平成５年６月 株式会社双葉製作所代表取締役社

長退任

平成５年６月 当社代表取締役社長就任

平成15年４月 当社代表取締役社長兼ＣＥＯ就任

平成18年４月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役
専務執行役員
営業本部長

原　　　司　朗 昭和23年９月10日生

昭和42年４月 当社入社

(注)2 ６

平成７年４月 当社営業本部第３営業推進部長就

任

平成８年10月 当社営業本部水環境営業部長就任

平成12年４月 当社営業本部注力市場統轄部長就

任

平成13年４月 当社市場開発第三部長就任

平成13年６月 当社取締役市場開発第三部長就任

平成14年４月 当社取締役市場開発部長就任

平成15年４月 当社取締役兼ＣＯＯ就任

平成18年４月 当社取締役専務執行役員営業本部

長就任（現任）

取締役
常務執行役員
営業副本部長

阿　部　和　男 昭和22年１月26日生

昭和44年４月 当社入社

(注)2 254

平成８年４月 当社東京本社第１営業部長就任

平成９年６月 当社取締役東京本社第１営業部長

就任

平成12年４月 当社取締役営業推進担当就任

平成13年４月 当社取締役市場開発第二部長就任

平成14年４月 当社取締役市場開発担当就任

平成15年４月 当社取締役海外・子会社担当就任

平成16年10月 当社取締役子会社担当兼アイコン

株式会社（子会社）代表取締役　

社長就任

平成18年４月 当社取締役常務執行役員大阪本社

営業部長就任

平成18年６月 アイコン株式会社（子会社）取締

役就任(現任）

平成19年４月 当社取締役常務執行役員営業副本

部長就任（現任）

取締役
常務執行役員
社長室長

今　井　宗　雄 昭和23年５月２日生

昭和48年４月 三井物産株式会社入社

(注)2 ４

平成15年11月 同社退社

平成15年12月 当社入社

当社執行役員ＣＭＯ就任

平成17年６月 当社取締役兼ＣＭＯ就任

平成18年４月 当社取締役常務執行役員社長室長

就任（現任）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役 管理本部長 山　枡　理　伸 昭和26年12月25日生

昭和49年４月 三井物産株式会社入社

(注)2 ３

平成18年４月 同社退社

平成18年５月 当社入社

当社執行役員管理本部長就任

平成19年６月 当社取締役管理本部長就任（現

任）
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取締役
東京本社営業
部長

猪　岐　道　雄 昭和25年５月18日生

昭和48年４月 当社入社

(注)2 ５

平成10年４月 当社北関東営業支部長就任

平成14年４月 当社東京本社営業部長就任

平成16年４月 当社執行役員東京本社営業部長就

任

平成19年６月 当社取締役東京本社営業部長就任

（現任）

監査役
(常勤)

山　中　直　彦 昭和20年10月24日生

昭和43年４月 当社入社

(注)3 １

平成５年７月 当社総務部長就任

平成９年６月 当社取締役総務部長就任

平成17年６月 当社取締役兼ＣＦＯ就任

平成17年10月 当社取締役人事担当

平成18年４月 当社取締役人事担当兼子会社担当

平成19年６月 当社常勤監査役就任（現任）

監査役 仲　林　信　至 昭和25年11月９日生

昭和48年４月 兼松江商(現兼松)株式会社入社

(注)3 ７

昭和51年３月 同社退職

昭和51年４月 関西ペイント株式会社入社

昭和52年９月 同社退職

昭和52年10月 仲林塗料株式会社入社

平成３年12月 同社代表取締役就任(現任)

平成６年６月 当社監査役(非常勤)就任(現任)

監査役 藤　田　　　傑 昭和19年７月22日生

昭和38年４月 大阪国税局入局

(注)4 ２

昭和60年７月 大阪国税局調査部総括主査就任

平成７年７月 東京国税局調査第一部特別国税

調査官就任

平成13年７月 大阪旭税務署長就任

平成15年７月 退官

平成15年８月 藤田傑税理士事務所設立代表就任

（現任）

平成17年６月 当社監査役(非常勤)就任(現任)

計 691

　 (注) １　当社の監査役３名のうち仲林信至、藤田傑は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

３　監査役山中直彦及び中林信至の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。

４　監査役藤田傑の任期は、平成17年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年３月期に係る定時株主総会

終結の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

「事業は人なり、人は和なりを原点として、事業を通じ会社の繁栄、社員の福祉、株主の利益、取引先と

の共存共栄の維持　向上を図りつつ、社会に奉仕貢献すること」という当社の経営理念を実現するため

に、経営上の組織体制や仕組みを整備し、必要な施策を実施していくのが、英和グループのコーポレート

ガバナンスに関する基本的な考え方であり、経営上の最も重要な課題のひとつと位置づけています。 

　

コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

(1) 会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他コーポレート・ガバナンス体制

の状況

　

①会社の機関の内容

・提出会社は、監査役制度採用会社でありますが、監査役３名のうち２名が会社法第２条第16号に定

める社外監査役であります。また、提出会社は執行役員制度を採用しており、効率性、透明性の高い

経営体制を確立しております。なお、本制度の採用については、当社の業務形態の実情に適合してい

ると判断しております。

・各種委員会はありません。また、社外役員の専従スタッフもおりません。

・業務執行の監視は、職務分担した監査役それぞれが独自に取締役・従業員等から意見聴取し、互い

に協議しながら行っております。

　

②内部統制システムの整備の状況

・内部監査部門として監査部を設け、人員の増強とともに期中取引を含む日常業務全般について、監

査役、会計監査人とも連携して監査機能の強化を図ってきております。

・重要な契約事項等については弁護士より意見を聴取した上で締結しております。また、営業所等の

実査を含む会計監査については、期中監査も含め、四半期毎に監査を実施してまいります。

　

③リスク管理体制の整備の状況

・提出会社は平成16年８月より内部統制を強化するため、リスクマネジメント体制の構築に取組んで

おり、その中で抽出されたリスクがあります。具体的には、「営業企画力」「営業戦略」「事業計画

の立案と推進」「子会社の成長戦略」「内部統制強化」「新規顧客開拓」「機密情報保護」など

で、平成18年10月より具体的なテーマを決定し、全社的リスクマネジメントシステムの運用を開始

しております。

・提出会社は、平成16年４月より環境マネジメントシステム（ＩＳＯ１４００１）の認証取得活動を

開始し、平成17年２月に国内全34拠点において認証取得しました。なお引続き、品質向上管理システ

ム（ＩＳＯ９００１）の認証取得に向けて活動を開始し、平成18年３月に認証取得いたしました。

今後もリスクコントロールの充実を図ってまいります。
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④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況

・内部監査（監査部)スタッフはアシスタントを含め４名とし、全国の営業拠点を年に１回はチェッ

クできるように活動しております。また、監査役監査（常勤監査役１名、非常勤の社外監査役２名）

と連携をとりながら実施しております。

・監査役監査は、監査役会が定めた方針に従い、地域分担して実施しております。

・会計監査人（監査法人ト―マツ）による監査は、内部監査部門及び監査役と連携し、リスクアプ

ローチによって実施しております。

・業務を執行した公認会計士の氏名：指定社員　業務執行社員　仲尾彰記、南方得男

・会計監査業務に係る補助者の構成：公認会計士その他18名

　

⑤取締役及び監査役の員数

　提出会社の取締役は８名以内、監査役は４名以内とすることを定款で定めております。

　

⑥取締役及び監査役の選任の決議要件

　提出会社は、取締役及び監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の

１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。また、

取締役の選任決議は累積投票によらない旨も定款で定めております。

　

⑦株主総会決議事項を取締役会で決議できることとしている事項

（自己株式の取得）

　提出会社は、機動的な資本政策を遂行できるように、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役

会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めておりま

す。

（中間配当）

　提出会社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議によって毎年９月30日の最終

の株主名簿等に記録されている株主または登録株式質権者に対し、中間配当を実施できる旨を定款

で定めております。

　

⑧株主総会の特別決議要件

　提出会社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会決議は、議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３

分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。

　

(2) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の

概要

　特に記載すべき事項はありません。

　

(3) 会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

金融商品取引法(J-SOX法)への対応整備等により内部管理体制のより一層の強化に向け取り組むと

ともに、重要事項の適時開示にも努めてまいりました。また、上記に記載しましたとおり、全社的リスク

マネジメントシステムの運用を実施しております。
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(4) 役員報酬及び監査報酬

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、及び監査法人に対する監査　　　　報

酬は以下のとおりであります。

役員報酬

取締役に支払った報酬  155百万円

監査役に支払った報酬  16百万円

計  171百万円

使用人兼務取締役はおりません。

取締役の報酬等の額には、当連結会計年度の取締役賞与引当額20百万円が含まれております。

上記報酬の額には、役員退職慰労引当金の当連結会計年度増加額（取締役11百万円、監査役１百万）

が含まれております。

　

監査報酬

監査証明に係る報酬  18百万円

上記以外の報酬 ６百万円

計  24百万円

上記以外の報酬には内部統制に関するコンサルティング費用５百万円が含まれております。

 

(5) 責任限定契約の内容の概要

提出会社定款の定めにより、提出会社と社外監査役および会計監査人は、会社法第427条第１項の規

定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。但し、当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、金100万円以上であらかじめ定めた額と、法令の定める最低責任限度額と

のいずれか高い額としております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、監査法人

トーマツにより監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,299,451 1,569,357

　２　受取手形及び売掛金 ※２ 13,110,441 13,444,421

　３　たな卸資産 533,732 470,593

　４　繰延税金資産 167,927 168,655

　５　その他 44,731 255,305

　　　貸倒引当金 △ 1,306 △ 1,343

　　　流動資産合計 15,154,97684.4 15,906,98984.6

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※１ 1,503,444 1,528,450

　　　　減価償却累計額 855,904647,541 892,214636,235

　　(2) 土地 ※１ 945,152 945,152

　　(3) その他 181,990 193,136

　　　　減価償却累計額 119,97662,014 124,15968,977

　　　有形固定資産合計 1,654,7079.2 1,650,3658.8

　２　無形固定資産

　　(1) 営業権 24,000 ─

　　(2) その他 30,288 67,472

　　　無形固定資産合計 54,2880.3 67,4720.4

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※１ 586,490 436,315

　　(2) 繰延税金資産 21,300 82,589

　　(3) 差入保証金 270,629 307,765

　　(4) 保険積立金 184,911 389,190

　　(5) その他 85,641 30,492

　　　貸倒引当金 △ 50,120 △ 64,106

　　  投資その他の資産合計 1,098,8526.1 1,182,2466.3

　　　固定資産合計 2,807,84815.6 2,900,08315.4

　　　資産合計 17,962,824100.0 18,807,071100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※２ 10,427,845 10,628,269

　２　短期借入金 500,000 900,000

　３　１年以内返済予定
　　　の長期借入金

※１ 20,000 5,000

　４　未払法人税等 179,303 204,373

　５　未払消費税等 42,617 42,871

　６　賞与引当金 276,000 312,800

　７　役員賞与引当金 22,400 24,000

　８　その他 189,673 301,124

　　　流動負債合計 11,657,83864.9 12,418,43766.0

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 5,000 ─

　２　長期前受収益 3,670 2,397

　３　預り保証金 680 680

　４　退職給付引当金 16,651 17,116

　５　役員退職慰労引当金 93,516 95,611

　　　固定負債合計 119,5170.7 115,8040.6

　　　負債合計 11,777,35565.6 12,534,24066.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,533,4008.5 1,533,4008.2

　２　資本剰余金 1,565,3908.7 1,567,5508.3

　３　利益剰余金 3,023,20916.8 3,146,83916.7

　４　自己株式 △ 13,209△ 0.1 △ 2,034△ 0.0

　　　株主資本合計 6,108,79134.0 6,245,75533.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

67,8300.4 16,2080.1

　２　為替換算調整勘定 8,8480.0 10,8690.1

　　　評価・換算差額等
　　　合計

76,6790.4 27,0760.1

　　　純資産合計 6,185,46934.4 6,272,83133.4

　　　負債純資産合計 17,962,824100.0 18,807,071100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 27,662,226100.0 28,988,420100.0

Ⅱ　売上原価 23,393,65184.6 24,388,60584.1

　　売上総利益 4,268,57515.4 4,599,81515.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　通信費 67,911 73,067

　２　運賃及び荷造費 39,517 47,538

　３　旅費交通費 201,461 218,806

　４　貸倒引当金繰入額 ─ 16,109

　５　報酬給料手当 1,782,285 1,898,703

　６　賞与引当金繰入額 267,500 302,500

　７　役員賞与引当金繰入額 22,400 24,000

　８　退職給付費用 104,953 167,306

　９　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

16,165 15,587

　10　福利厚生費 419,612 433,266

　11　賃借料 314,406 357,040

　12　減価償却費 93,467 96,167

　13　その他 392,0773,721,75513.5 404,7764,054,86414.0

　　営業利益 546,8212.0 544,9511.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 2,489 3,246

　２　受取配当金 4,618 6,762

　３　仕入割引 19,305 17,170

　４　保険積立金解約益 5,806 ─

　５　未請求債務戻入益 ─ 4,668

　６　その他 9,213 41,4320.1 13,186 45,0320.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 8,353 11,551

　２　売上割引 4,294 4,707

　３　ファクタリング保証料 7,964 7,971

　４　賃貸借契約解約損 4,595 ─

　５　為替差損 4,301 2,687

　６　その他 697 30,2040.1 340 27,2560.1

　　経常利益 558,0482.0 562,7281.9

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 329 484

　２　保険積立金解約益 ─ 329 0.0 65,509 65,9930.2

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産除却損 ※１ 3,517 9,563

　２　投資有価証券評価損 ─ 63,213

　３　事務所移転費用 ─ 3,5170.0 17,507 90,2830.3

　　税金等調整前当期純利益 554,8602.0 538,4371.9

　　法人税、住民税及び事業税 306,765 351,192

　　法人税等調整額 △ 43,526263,2391.0 △ 26,733324,4581.1

　　当期純利益 291,6211.1 213,9790.7
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,533,4001,565,3902,839,385 △10,342 5,927,833

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当(注) ― ― △ 83,797 ― △ 83,797

　役員賞与（注） ― ― △ 24,000 ― △ 24,000

　当期純利益 ― ― 291,621 ― 291,621

　自己株式の取得 ― ― ― △ 2,867 △ 2,867

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― 183,824 △ 2,867 180,957

平成19年３月31日残高(千円) 1,533,4001,565,3903,023,209△ 13,209 6,108,791

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,733 ― 139,7336,067,566

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当（注） ― ― ― △ 83,797

　役員賞与（注） ― ― ― △ 24,000

　当期純利益 ― ― ― 291,621

　自己株式の取得 ― ― ― △ 2,867

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 71,9038,848△ 63,054△ 63,054

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△ 71,9038,848△ 63,054117,903

平成19年３月31日残高(千円) 67,8308,84876,6796,185,469

（注）平成18年6月開催の定時株主総会における利益処分による金額が、それぞれ次のとおり含まれております。

配当金　45,130千円　　　　役員賞与金　24,000千円
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,533,4001,565,3903,023,209△ 13,209 6,108,791

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △ 90,349 ─ △ 90,349

　当期純利益 ─ ─ 213,979 ─ 213,979

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 2,001 △ 2,001

　自己株式の処分 ─ 2,160 ─ 13,176 15,336

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

─ 2,160 123,630 11,175 136,965

平成20年３月31日残高(千円) 1,533,4001,567,5503,146,839 △ 2,034 6,245,755

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 67,8308,84876,6796,185,469

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ △ 90,349

　当期純利益 ─ ─ ─ 213,979

　自己株式の取得 ─ ─ ─ △ 2,001

　自己株式の処分 ─ ─ ─ 15,336

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度中の変動額(純額)

△ 51,6232,020△ 49,602△ 49,602

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△ 51,6232,020△ 49,60287,362

平成20年３月31日残高(千円) 16,20810,86927,0766,272,831
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　税金等調整前当期純利益 554,860 538,437
　２　減価償却費 99,416 101,244
　３　貸倒引当金の増減額 △ 4,044 14,023
　４　退職給付引当金の増加額 47,507 70,486
　５　役員退職慰労引当金の増加額 13,094 2,095
　６　受取利息及び受取配当金 △ 7,107 △ 10,008
　７　支払利息 8,353 11,551
　８　為替差損 4,301 2,687
　９　有形固定資産除却損 3,443 9,563
　10　投資有価証券売却益 △ 1 △ 0
　11　投資有価証券評価損 ─ 63,213
　12　保険積立金解約益 △ 5,806 △ 65,509
　13　役員賞与の支払額 △ 24,000 ─
　14　売上債権の増加額 △ 1,002,788 △ 333,955
　15　たな卸資産の増減額 △ 179,979 63,139
　16　未払消費税等の増加額 13,634 254
　17　その他流動資産の増減額 9,088 △ 210,026
　18　仕入債務の増加額 782,089 200,392
　19　その他流動負債の増加額 41,652 91,313
　20　その他 △ 14,256 △ 193,724
　　　　小計 339,456 355,175
　21　利息及び配当金の受取額 7,162 10,063
　22　利息の支払額 △ 8,241 △ 11,937
　23　法人税等の支払額 △ 319,688 △ 327,071
　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

18,689 26,230

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　有形固定資産の取得による支出 △ 34,483 △ 13,507
　２　その他無形固定資産の
　　　取得による支出

△ 5,661 △ 47,840

　３　投資有価証券の取得による支出 △ 81,267 ─
　４　投資有価証券の売却による収入 1 0
　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

△ 121,411 △ 61,347

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　短期借入金の増減額 20,000 400,000
　２　長期借入金の返済による支出 △ 48,000 △ 20,000
　３　自己株式の取得による支出 △ 2,867 △ 2,001
　４　自己株式の処分による収入 ─ 15,336
　５　配当金の支払額 △ 83,292 △ 90,180
　６　その他 ─ △ 0
　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△ 114,159 303,155

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

4,547 1,868

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △ 212,334 269,906
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,511,785 1,299,451
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 1,299,451 1,569,357
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　４社
双葉テック株式会社
アイコン株式会社
エラン株式会社
英和双合儀器商貿(上海)有限公司
　英和双合儀器商貿(上海)有限公司に
つきましては、新たに設立したことか
ら、当連結会計年度より連結子会社に
含めることとしました。
なお、非連結子会社はありません。

連結子会社の数　　４社
双葉テック株式会社
アイコン株式会社
エラン株式会社
英和双合儀器商貿(上海)有限公司
なお、非連結子会社はありません。

２　持分法の適用に関する事
項

該当事項はありません。 同左

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

英和双合儀器商貿(上海)有限公司の決
算日は12月31日であります。連結財務
諸表を作成するに当たっては同日現在
の財務諸表を使用し決算日との間に生
じた重要な取引については連結上必要
な調整を行なっております。

同左

４　会計処理基準に関する事
項

　(1) 重要な資産の評価基準
及び評価方法

①有価証券
　満期保有目的の債券
　　償却原価法(定額法)
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

①有価証券
　その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定)

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法

②たな卸資産
　　　先入先出法による原価法

②たな卸資産
同左

　(2) 重要な減価償却資産の
減価償却方法

①有形固定資産
　定率法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。

　　　建物　８～50年

①有形固定資産
　定率法
　　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。

　　　建物　８～50年
(会計方針の変更)
当社及び国内連結子会社は、法人
税法の改正に伴い、当連結会計年
度より、平成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産について、
改正後の法人税法に基づく減価償
却の方法に変更しております。
なお、これによる当連結会計年度
の損益に与える影響は軽微であり
ます。

(追加情報)
当社及び国内連結子会社は、法人
税法の改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により取得価
額の５％に到達した連結会計年度
の翌連結会計年度より、取得価額
の５％相当額と備忘価額との差額
を５年間にわたり均等償却し、減
価償却費に含めて計上しておりま
す。
なお、これによる当連結会計年度
の損益に与える影響は軽微であり
ます。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

②無形固定資産

　営業権

　　５年による均等償却

　市場販売目的のソフトウエア

　　見込有効期間(３年)における見込販

売数量に基づく償却

　自社利用のソフトウエア

　　社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法

②無形固定資産

　営業権

　　５年による均等償却

　自社利用のソフトウエア

　　社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法

　　　　　　　

　

　

　　

　(3) 重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個々の債権の回

収可能性を勘案して回収不能見込

額を計上しております。

①貸倒引当金　　　　　 　　　

　　　　　　　同左

②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充

てるため、実際支給見込額の当連

結会計期間負担額を計上しており

ます。

②賞与引当金　　　　　　

　　　　　　  同左

③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充て

るため、当連結会計期間における

支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

(会計方針の変更)

当連結会計年度から「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準

委員会平成17年11月29日　企業会

計基準第４号）を適用しておりま

す。

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が、22,400千円減少

しております。

③役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充て

るため、当連結会計年度における

支給見込額の当連結会計年度負担

額を計上しております。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務見込額及び年金資産の額に

基づき計上しております。

④退職給付引当金　　　　　　

              同左

⑤役員退職慰労引当金

当社は役員の退職慰労金の支給に

充てるため、内規に基づく当連結

会計期間末要支給額の100％を計

上しております。

⑤役員退職慰労引当金　　　　　　

              同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、為替差

額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産、負債、収益及

び費用は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は純資産の

部における為替換算調整勘定に含めて

計上しております。

同左

　(5) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　　為替予約が付されている外貨建金銭

債権債務等については振当処理を

適用しております。

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段　　為替予約

ヘッジ対象　　外貨建金銭債権

　　　　　　　債務等

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

　　リスク管理方針に基づき、ヘッジ対

象に係る為替相場の変動リスクを

回避する目的で一定の範囲内で為

替予約を行なっています。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約の締結時にリスク管理方針

に従い、為替予約を外貨建金銭債

権債務等に振当てることで、

キャッシュ・フロー変動を完全に

相殺するものと想定されることか

ら有効性の判定を省略しておりま

す。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

　(6) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は部分時価評価法によっております。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針

第８号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改

正平成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日　

企業会計基準適用指針第２号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

6,185,469千円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度におけ

る連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則により作

成しております。

　

―――

　

表示方法の変更

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含

めて表示しておりました「賃貸借契約解約損」（前連結

会計年度1,851千円）は、営業外費用の10/100を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。

（連結損益計算書）
　　　　　　　　　　　 ―――

―――

　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含

めて表示しておりました「未請求債務戻入益」（前連結

会計年度2,761千円）は、営業外収益の10/100を超えるこ

ととなったため、当連結会計年度より区分掲記しており

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　このうち担保に供している資産は次のとおりであ

ります。

　　(1) 担保提供資産

建物 10,908千円

土地 52,020千円

投資有価証券 189,089千円

合計 252,017千円

※１　このうち担保に供している資産は次のとおりであ

ります。

　　(1) 担保提供資産

建物 10,199千円

土地 52,020千円

投資有価証券 117,384千円

合計 179,603千円

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定の
長期借入金

20,000千円

長期借入金 5,000千円

合計 25,000千円

上記の他投資有価証券101,672千円を商取引の担保

に供しております。

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定の
長期借入金

5,000千円

上記の他投資有価証券102,694千円を商取引の担保

に供しております。

※２　　期末日満期手形の会計処理については、満期日に

決済が行われたものとして処理しております。

　なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

　　　　　　　　受取手形  289,885千円

　　　　　　　　支払手形  172,941千円

　

―――
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 1,896千円

工具器具備品 1,547千円

ソフトウェア 75千円

合計 3,517千円

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 7,015千円

構築物 8千円

機械及び装置 59千円

工具器具備品 2,481千円

合計 9,563千円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,470 ─ ─ 6,470

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 22,823 4,244 ― 27,067

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加4,244株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年6月23日
定時株主総会

普通株式 45,130 7.00平成18年3月31日 平成18年6月26日

平成18年10月24日
取締役会

普通株式 38,667 6.00平成18年9月30日 平成18年12月4日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年6月22日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,543 8.00平成19年3月31日 平成19年6月25日

（注）19年３月期期末配当金の内訳　普通配当　６円00銭　
　　　　　　　　　　　　　　　　　記念配当　２円00銭
　　　　　　　　　　　　　　　　（創業60周年）
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当連結会計年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 6,470 ─ ─ 6,470

　
　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 27,067 4,052 27,000 4,119

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　 　4,052株

　　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　自己株式の処分による減少　　　　　27,000株

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年6月22日
定時株主総会

普通株式 51,543 8.00平成19年3月31日 平成19年6月25日

平成19年11月14日
取締役会

普通株式 38,806 6.00平成19年9月30日 平成19年12月4日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,727 8.00平成20年３月31日 平成20年６月25日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

　　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている現金及び預金勘定の金額は一致しており

ます。

　  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

　　同左
　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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(有価証券関係)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分

前連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成20年３月31日現在)

取得原価
(千円)

連結決算日に
おける連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

取得原価
(千円)

連結決算日に
おける連結貸借
対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

①　株式 198,256 331,877133,62145,750 95,801 50,051

②　債券

国債・地方債等 100,216 101,672 1,456100,162 102,694 2,532

社債 ― ― ― ─ ─ ─

その他 ― ― ― ─ ─ ─

③　その他 ― ― ― ─ ─ ─

小計 298,473 433,549135,077145,911 198,49552,584

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

①　株式 131,991 111,107△ 20,884221,284 195,986△ 25,298

②　債券

国債・地方債等 ― ― ― ─ ─ ─

社債 ― ― ― ─ ─ ─

その他 ― ― ― ─ ─ ─

③　その他 ― ― ― ─ ─ ─

小計 131,991 111,107△ 20,884221,284 195,986△ 25,298

合計 430,463 544,656114,193367,196 394,481 27,285

(注)　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

　

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

　

区分
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

売却額(千円) 1 0

売却益の合計額(千円) 1 0

売却損の合計額(千円) ― ─
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３　時価評価されていない有価証券

　

区分
前連結会計年度

(平成19年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成20年３月31日現在)

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) その他有価証券

非上場株式 41,834 41,834

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的債券の連結決算日後における償還予定額

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

種類
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

債券

国債・地方債等 ― 101,672 ―

社債 ― ― ―

その他 ― ― ―

計 ― 101,672 ―

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

種類
１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

債券

国債・地方債等 ─ 102,694 ─

社債 ─ ─ ─

その他 ─ ─ ─

計 ─ 102,694 ─
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

①　取引の内容及び利用目的

　　現在、金利スワップ取引は行なっておりません。

外貨建金銭債権債務についてはヘッジを目的とした　

為替予約を行なっています。

(1) ヘッジ会計の方法

　　為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等につい

ては振当処理をしております。

①　取引の内容及び利用目的

　同左

　

　　

(1) ヘッジ会計の方法

　同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　　ヘッジ手段　　為替予約

　　ヘッジ対象　　外貨建金銭債権債務等

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　同左

(3) ヘッジ方針

　　リスク管理方針に基づき、ヘッジ対象に係る為相場の

変動リスクを回避する目的で一定の範囲内で為替予約

を行なっています。

(3) ヘッジ方針

　同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　為替予約の締結時にリスク管理方針に従い、為替予約

を外貨建金銭債権債務等に振当てることで、キャッ

シュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定される

ことから有効性の判定を省略しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　同左

②　取引に対する取組方針

　　連結財務諸表提出会社の利用するデリバティブ取引

は、ヘッジ目的の取引のみであり、投機目的による継続

的なデリバティブ取引は行わない方針であります。

②　取引に対する取組方針

　同左

③　取引に係るリスクの内容

　　連結財務諸表提出会社の利用しております為替予約取

引の契約先は信用度の高い国内の金融機関であり、相

手方の契約不履行による信用リスクはほとんどないと

認識しております。

③　取引に係るリスクの内容

　同左

④　取引に係るリスク管理体制

　　連結財務諸表提出会社のデリバティブ取引についての

実行及び管理は経理部が行っておりますが、取引権限

及び取引内容等を定めている社内管理規定に従い、取

締役会において報告及び取組方針が決定されることに

なっております。

④　取引に係るリスク管理体制

　同左

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(平成19年３月31日)

全てヘッジ会計を適用して処理しておりますので該当事項はありません。

当連結会計年度(平成20年３月31日)

全てヘッジ会計を適用して処理しておりますので該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、退職金制度の60％相当

額について確定拠出年金制度を採用し、残額について

退職一時金制度を採用しております。また、連結子会社

の一部は中小企業退職金共済制度を採用しておりま

す。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、退職金制度の40％相当

額について確定拠出年金制度を採用し、残額について

退職一時金制度を採用しております。また、連結子会社

の一部は中小企業退職金共済制度を採用しておりま

す。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △ 343,081千円

ロ　年金資産 404,774千円

ハ　未積立退職給付債務 61,393千円

ニ　会計基準変更時差異
　　の未処理額

―千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 61,393千円

ヘ　前払年金資産 78,044千円

ト　退職給付引当金 △ 16,651千円

(注)　当社及び連結子会社の一部は、退職給付債務の算

定にあたり、期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △ 329,395千円

ロ　年金資産 320,303千円

ハ　未積立退職給付債務 △ 9,093千円

ニ　会計基準変更時差異
　　の未処理額

─ 千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 △ 9,093千円

ヘ　前払年金費用 8,023千円

ト　退職給付引当金 △ 17,116千円

(注)　当社及び連結子会社の一部は、退職給付債務の算

定にあたり、期末自己都合要支給額を退職給付

債務とする簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 71,882千円

ロ　会計基準変更時差異
　　の費用処理額

―千円

ハ　割増退職金 ―千円

ニ　確定拠出年金掛金 28,912千円

ホ　退職給付費用 100,795千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として6,090千円を計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 132,421千円

ロ　会計基準変更時差異
　　の費用処理額

─ 千円

ハ　割増退職金 ─ 千円

ニ　確定拠出年金掛金

ホ　その他

29,214千円

592千円

へ　退職給付費用 162,227千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として6,196千円を計上しております。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

賞与引当金 111,588千円

未払事業税 14,346千円

役員退職慰労引当金 37,951千円

退職給付引当金 6,910千円

退職給付信託有価証券 56,734千円

投資有価証券評価損 6,686千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,791千円

税務上の繰越欠損金 17,405千円

その他 49,184千円

繰延税金資産小計 320,596千円

評価性引当額 20,300千円

繰延税金資産合計 300,296千円

繰延税金負債

　前払年金資産 △ 31,686千円

買換資産圧縮積立金 △ 32,887千円

その他有価証券評価差額金 △ 46,362千円

その他 △ 133千円

繰延税金負債合計 △ 111,069千円

繰延税金資産の純額 189,227千円

　

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

繰延税金資産

賞与引当金 127,270千円

未払事業税 16,052千円

役員退職慰労引当金 38,825千円

退職給付引当金 7,103千円

退職給付信託有価証券 58,833千円

投資有価証券評価損 32,350千円

貸倒引当金 25,305千円

税務上の繰越欠損金 28,815千円

その他 72,454千円

繰延税金資産小計 407,007千円

評価性引当額 109,886千円

繰延税金資産合計 297,121千円

繰延税金負債

　前払年金費用 △ 3,257千円

買換資産圧縮積立金 △ 31,408千円

その他有価証券評価差額金 △ 11,078千円

その他 △ 133千円

繰延税金負債合計 △ 45,876千円

繰延税金資産の純額 251,245千円

　
(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 4.1％

住民税均等割等 6.2％

その他 △ 3.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.4％

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 5.1％

住民税均等割等 6.5％

スケジューリング不能の一時差異 7.0％

その他 1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 60.3％
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(セグメント情報)

　　　【事業の種類別セグメント情報】

　　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

当社グループは、計測機器、検査機器を中心とした産業機器全般をユーザーに販売(一部製造販売)して

いる専門商社であり、取扱商品の性質、販売市場等の類似性から判断して、事業の種類別セグメント情報

は記載しておりません。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当社グループは、計測機器、検査機器を中心とした産業機械全般をユーザーに販売(一部製造販売)して

いる専門商社であり、取扱商品の性質、販売市場等の類似性から判断して、事業の種類別セグメント情報

は記載しておりません。

　

　　　【所在地別セグメント情報】

　　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、いずれも90％を超えるため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。

　

　　　【海外売上高】

　　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

前連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

当連結会計年度における海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。
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　　　【関連当事者との取引】

　　前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　該当事項はありません。

　

　　当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

英和株式会社(E02713)

有価証券報告書

44/76



(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 960円04銭１株当たり純資産額 970円14銭

１株当たり当期純利益 45円25銭１株当たり当期純利益 33円11銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１　１株当たり純資産額

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

当連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,185,469 6,272,831

普通株式に係る純資産額(千円) 6,185,469 6,272,831

普通株式の発行済株式数(株) 6,470,000 6,470,000

普通株式の自己株式数(株) 27,067 4,119

１株当たり純資産の算定に用いられた普
通株式の数(株)

6,442,933 6,465,881

２　１株当たり当期純利益

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(千円) 291,621 213,979

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 291,621 213,979

期中平均株式数(株) 普通株式 6,444,882普通株式 6,463,415

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

　【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率(％) 返済期限

短期借入金 500,000 900,000 1.65 ―

１年以内返済予定の長期借入金 20,000 5,000 1.15 ─

１年以内返済予定のリース債務 ─ ─ ─ ─

長期借入金(１年以内返済予定の
ものを除く)

5,000 ― ― ―

リース債務(１年以内返済予定の
ものを除く)

─ ─ ─ ─

その他の有利子負債 ─ ― ― ―

合計 525,000 905,000 ― ―

(注) １　「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおりであ

ります。

　

区分 １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内

長期借入金(千円) ― ― ― ―

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)
Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,023,378 1,314,177

　２　受取手形 ※２ 2,927,897 2,617,688

　３　売掛金 10,156,440 10,780,436

　４　商品 447,922 338,953

　５　前渡金 10,534 183,559

　６　前払費用 22,313 25,464

　７　繰延税金資産 148,607 146,682

　８　未収収益 42 42

　９　その他 9,636 40,827

　　　貸倒引当金 △ 1,308 △ 1,349

　　　流動資産合計 14,745,46182.6 15,446,48082.8

Ⅱ　固定資産

　(1) 有形固定資産

　　１　建物 ※１ 1,325,906 1,349,608

　　　　減価償却累計額 736,985588,921 766,508583,100

　　２　構築物 25,681 25,523
　　　　減価償却累計額 17,358 8,324 17,856 7,667

　　３　機械及び装置 820 820
　　　　減価償却累計額 588 232 628 192

　　４　工具器具及び備品 156,367 168,260
　　　　減価償却累計額 98,632 57,735 104,03164,229

　　５　土地 ※１ 790,020 790,020

　　　有形固定資産合計 1,445,2328.1 1,445,2087.7

　(2) 無形固定資産

　　１　営業権 24,000 ─

　　２　ソフトウエア 13,787 51,517

　　３　電話加入権 13,336 13,336

　　　無形固定資産合計 51,1240.3 64,8540.3

　(3) 投資その他の資産

　　１　投資有価証券 ※１ 586,490 436,315

　　２　関係会社株式 431,160 431,160

　　３　関係会社出資金 100,000 100,000

　　４　破産更生債権等 2,530 2,183

　　５　長期前払費用 5,067 5,563

　　６　繰延税金資産 14,131 74,947

　　７　差入保証金 265,365 299,609

　　８　保険積立金 183,146 389,190

　　９　その他 78,044 22,747

　　　　貸倒引当金 △ 50,120 △ 64,106

　　　投資その他の資産合計 1,615,8149.0 1,697,6089.1

　　　固定資産合計 3,112,17017.4 3,207,66917.2

　　　　資産合計 17,857,631100.0 18,654,149100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)
Ⅰ　流動負債
　１　支払手形 ※２ 6,338,256 6,406,705
　２　買掛金 4,140,991 4,253,096
　３　短期借入金 500,000 900,000
　４　１年以内返済
　　　予定の長期借入金

※１ 20,000 5,000

　５　未払金 88,005 191,929
　６　未払費用 68,720 38,077
　７　未払法人税等 151,598 184,492
　８　未払消費税等 32,628 38,183
　９　前受金 27,440 31,549
　10　預り金 22,833 24,559
　11　賞与引当金 240,000 270,000
　12　役員賞与引当金 18,400 20,000
　13　その他 2,224 3,045
　　　流動負債合計 11,651,09565.2 12,366,63666.3
Ⅱ　固定負債
　１　長期借入金 ※１ 5,000 ─
　２　長期前受収益 3,670 2,397
　３　預り保証金 680 680
　４　役員退職慰労引当金 92,837 94,299
　　　固定負債合計 102,1870.6 97,3760.5
　　　負債合計 11,753,28165.8 12,464,01166.8
(純資産の部)
Ⅰ　株主資本
　１　資本金 1,533,4008.5 1,533,4008.2
　２　資本剰余金
　　(1) 資本準備金 1,565,390 1,565,390
　　(2) その他資本剰余金 ─ 2,160
　　　資本剰余金合計 1,565,3908.8 1,567,5508.4
　３　利益剰余金
　　(1) 利益準備金 114,525 114,525
　　(2) その他利益剰余金
　　　　買換資産圧縮積立金 48,116 45,951
　　　　配当平均積立金 145,000 160,000
　　　　別途積立金 2,365,000 2,515,000
　　　　繰越利益剰余金 278,296 239,539
　　　利益剰余金合計 2,950,93716.5 3,075,01516.5
　４　自己株式 △ 13,209△ 0.1 △ 2,034△ 0.0
　　　株主資本合計 6,036,51933.8 6,173,93133.1
Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券
　　　評価差額金

67,8300.4 16,2080.1

　　　評価・換算差額等合計 67,8300.4 16,2080.1
　　　純資産合計 6,104,34934.2 6,190,13833.2
　　　負債純資産合計 17,857,631100.0 18,654,149100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 27,574,613100.0 29,046,672100.0

Ⅱ　売上原価

　　１　商品期首たな卸高 281,927 447,922

　　２　当期商品仕入高 23,639,617 24,497,523

　　　　合計 23,921,545 24,945,445

　　３　商品期末たな卸高 447,92223,473,62385.1 338,95324,606,49284.7

　　　　売上総利益 4,100,99014.9 4,440,18015.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　　１　通信費 65,959 70,191

　　２　運賃及び荷造費 35,114 39,636

　　３　旅費交通費 195,003 206,386

　　４　貸倒引当金繰入額 ─ 16,109

　　５　報酬給料手当 1,572,257 1,664,943

　　６　賞与引当金繰入額 240,000 270,000

　　７　役員賞与引当金繰入額 18,400 20,000

　　８　退職給付費用 98,467 160,529

　　９　役員退職慰労
　　　　引当金繰入額

15,523 14,954

　　10　福利厚生費 384,648 390,170

　　11　賃借料 302,483 335,745

　　12　手数料 400,436 444,171

　　13　減価償却費 91,493 93,034

　　14　その他 218,6443,638,42813.2 227,1743,953,04213.6

　　　　営業利益 462,5621.7 487,1381.7

前事業年度
(自　平成18年４月１日
　至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
　至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ　営業外収益

　　１　受取利息 953 1,370

　　２　有価証券利息 1,446 1,446

　　３　受取配当金 ※１ 34,618 31,794

　　４　仕入割引 18,373 15,900

　　５　未請求債務戻入益 2,761 4,668

　　６　保険積立金解約益 3,517 ─

　　７　その他 6,349 68,0170.2 12,965 68,1420.2

Ⅴ　営業外費用

　　１　支払利息 8,353 11,551

　　２　売上割引 4,294 4,707

　　３　ファクタリング保証料 7,964 7,971
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　　４　賃貸借契約解約損 4,595 ─

　　５　その他 691 25,8980.1 1,399 25,6280.1

　　　　経常利益 504,6811.8 529,6521.8

Ⅵ　特別利益

　　１　貸倒引当金戻入益 334 480

　　２　保険積立金解約益 ─ 334 0.0 64,142 64,6220.2

Ⅶ　特別損失

　　１  固定資産除却損 ※２ 3,517 9,446

　　２  投資有価証券評価損 ─ 63,213

　　３  事務所移転費用 ─ 3,5170.0 17,507 90,1660.3

　　　　税引前当期純利益 501,4981.8 504,1091.7

　　　　法人税、住民税及び
　　　　事業税

272,334 313,290

　　　　法人税等調整額 △ 28,808243,5250.9 △ 23,607289,6821.0

　　　　当期純利益 257,9730.9 214,4260.7
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,533,400 1,565,390 1,565,390

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,533,400 1,565,390 1,565,390

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産

圧縮積立金
配当平均
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 114,52552,758130,0002,165,000334,4792,796,762△ 10,3425,885,210

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) ― ― ― ― △83,797△ 83,797 ― △ 83,797

　役員賞与 (注) ― ― ― ― △ 20,000△ 20,000 ― △ 20,000

　当期純利益 ― ― ― ― 257,973257,973 ― 257,973

　買換資産圧縮積立金の取崩（注） ― △ 4,641 ― ― 4,641 ― ― ―

　配当平均積立金の積立（注） ― ― 15,000 ― △ 15,000 ― ― ―

　別途積立金の積立（注） ― ― ― 200,000△ 200,000 ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― △ 2,867△ 2,867

事業年度中の変動額合計(千円) ― △ 4,64115,000200,000△ 56,183154,176△ 2,867151,309

平成19年３月31日残高(千円) 114,52548,116145,0002,365,000278,2962,950,937△ 13,2096,036,519
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 139,733 139,7336,024,943

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 (注) ― ― △ 83,797

　役員賞与 (注) ― ― △ 20,000

　当期純利益 ― ― 257,973

　買換資産圧縮積立金の取崩（注） ― ― ―

　配当平均積立金の積立（注） ― ― ―

　別途積立金の積立（注） ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― △ 2,867

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 71,903△ 71,903△ 71,903

事業年度中の変動額合計(千円) △ 71,903△ 71,903 79,406

平成19年３月31日残高(千円) 67,830 67,8306,104,349

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目は次のとおりであります。

１任意積立金取崩額

　　１買換資産圧縮積立金取崩額　　2,374千円

２利益処分額

　　１配当金　　　　　　　　　　 45,130千円

　　２役員賞与　　　　　　　　　 20,000千円

　　３任意積立金　　　　　　　　 

　　　(1)配当平均積立金　　　　　15,000千円

　　　(2)別途積立金　　　　　　 200,000千円
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,533,400 1,565,390 ─ 1,565,390

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─

　当期純利益 ─ ─ ─ ─

　買換資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─ ─

　配当平均積立金の積立 ─ ─ ─ ─

　別途積立金の積立 ─ ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─

　自己株式の処分 ─ ─ 2,160 2,160

事業年度中の変動額合計(千円) ─ ─ 2,160 2,160

平成20年３月31日残高(千円) 1,533,400 1,565,390 2,160 1,567,550

　

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計買換資産

圧縮積立金
配当平均
積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 114,52548,116145,0002,365,000278,2962,950,937△ 13,2096,036,519

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ ─ ─ △ 90,349△ 90,349 ─ △ 90,349

　当期純利益 ─ ─ ─ ─ 214,426214,426 ─ 214,426

　買換資産圧縮積立金の取崩 ─ △ 2,165 ─ ─ 2,165 ─ ─ ─

　配当平均積立金の積立 ─ ─ 15,000 ─ △ 15,000 ─ ─ ─

　別途積立金の積立 ─ ─ ─ 150,000△ 150,000 ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ ─ △ 2,001△ 2,001

　自己株式の処分 ─ ─ ─ ─ ─ ─ 13,17615,336

事業年度中の変動額合計(千円) ─ △ 2,16515,000150,000△ 38,758124,07711,175137,412

平成20年３月31日残高(千円) 114,52545,951160,0002,515,000239,5393,075,015△ 2,0346,173,931
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 67,830 67,8306,104,349

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ─ ─ △ 90,349

　当期純利益 ─ ─ 214,426

　買換資産圧縮積立金の取崩 ─ ─ ─

　配当平均積立金の積立 ─ ─ ─

　別途積立金の積立 ─ ─ ─

　自己株式の取得 ─ ─ △ 2,001

　自己株式の処分 ─ ─ 15,336

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 51,623△ 51,623△ 51,623

事業年度中の変動額合計(千円) △ 51,623△ 51,623 85,789

平成20年３月31日残高(千円) 16,208 16,2086,190,138
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) 子会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(3) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

先入先出法による原価法によっており

ます。

同左

３　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　　　建物　８～50年

(1) 有形固定資産

　　定率法

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　　　建物　８～50年

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、当事業年

度より平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。

なお、これによる当事業年度の損

益に与える影響は軽微でありま

す。

(追加情報)

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産につ

いては、改正前の法人税法に基づ

く減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を

５年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。

なお、これによる当事業年度の損

益に与える影響は軽微でありま

す。

(2) 無形固定資産

　　営業権

　　　５年による均等償却

　　自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間　(５

年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

　

　

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個々の債権の回収

可能性を勘案して回収不能見込額

を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 賞与引当金
　　従業員に対して支給する賞与に充て
るため、実際支給見込額の当期負
担額を計上しております。

(2) 賞与引当金
　　従業員に対して支給する賞与に充て
るため、実際支給見込額の当事業
年度負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
　　役員に対して支給する賞与に充てる
ため、当会計年度における支給見
込額の当会計期間負担額を計上し
ております。

(会計方針の変更)
当事業年度から「役員賞与に関す
る会計基準」（企業会計基準委員
会平成17年11月29日　企業会計基
準第４号）を適用しております。
この結果、従来の方法に比べて、営
業利益、経常利益及び税引前当期
純利益が、18,400千円減少してお
ります。

(3) 役員賞与引当金
　　役員に対して支給する賞与に充てる
ため、当事業年度における支給見
込額の当事業年度負担額を計上し
ております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当期末における退職給付債務見込
額及び年金資産の額に基づき計上
しております。

(4) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、
当事業年度末における退職給付債
務見込額及び年金資産の額に基づ
き計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に充てる
ため、内規に基づく期末要支給額
の100％を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金
同左

５　重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

同左

６　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法
為替予約が付されている外貨建金
銭債権債務等については振当処理
を適用しております。

(1) ヘッジ会計の方法
同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段　　為替予約
ヘッジ対象　　外貨建金銭
　　　　　　　債権債務

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
同左

(3) ヘッジ方針
リスク管理規定に基づき、ヘッジ
対象に係る為替相場の変動リスク
を回避する目的で一定の範囲内で
為替予約を行なっております。

(3) ヘッジ方針
同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法
為替予約の締結時にリスク管理方
針に従い、為替予約を外貨建金銭
債権債務等に振当てることで、
キャッシュ・フロー変動を完全に
相殺するものと想定されることか
ら有効性の判定を省略しておりま
す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法
同左

７　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は税抜方式に
よっております。

消費税等の会計処理
同左

EDINET提出書類

英和株式会社(E02713)

有価証券報告書

56/76



会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

(自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準等

の一部改正）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８

号）並びに改正後の「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準委員会　最終改正平

成18年８月11日　企業会計基準第１号）及び「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会　最終改正平成18年８月11日　企業

会計基準適用指針第２号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

6,104,349千円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務

諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま

す。

　

―――
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

（損益計算書）

　前期において営業外収益の「その他」に含めておりま

した「有価証券利息」（前期2,599千円）は、当期より区

分掲記しております。

―――

　前期において営業外費用の「その他」に含めておりま

した「賃貸借契約解約損」（前期1,851千円）は、営業外

費用の10/100を超えることとなったため、当期より区分

掲記しております。

―――
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　このうち担保に供している資産は次のとおりであ

ります。

　　(1) 担保提供資産

建物 10,908千円

土地 52,020千円

投資有価証券 189,089千円

合計 252,017千円

※１　このうち担保に供している資産は次のとおりであ

ります。

　　(1) 担保提供資産

建物 10,199千円

土地 52,020千円

投資有価証券 117,384千円

合計 179,603千円

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定の
長期借入金

20,000千円

長期借入金 5,000千円

合計 25,000千円

上記の他投資有価証券101,672千円を商取引の担保

に供しております。

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定の
長期借入金

5,000千円

上記の他投資有価証券102,694千円を商取引の担保

に供しております。

※２　期末日満期手形の会計処理については、満期日に決

済が行われたものとして処理しております。

　なお、当期末日が金融機関の休日であったため、次

の期末日満期手形を満期日に決済が行われたものと

して処理しております。

　　　　　　　　受取手形  289,885千円

　　　　　　　　支払手形  172,941千円

　　

―――
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――― ※１　関係会社との取引にかかるものは、次の通りであり

ます。

受取配当金 25,032千円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 1,896千円

工具器具備品 1,547千円

ソフトウェア 75千円

合計 3,517千円

※２　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 7,015千円

構築物 8千円

工具器具備品 2,423千円

合計 9,446千円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 22,823 4,244 ― 27,067

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加4,244株

　

当事業年度（自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

　　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 27,067 4,052 27,000 4,119

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　 　4,052株

　　減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

自己株式の処分による減少　　　　　27,000株

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成19年３月31日)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(平成20年３月31日)

　子会社株式で時価のあるものはありません。

　

EDINET提出書類

英和株式会社(E02713)

有価証券報告書

60/76



(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 97,440千円

役員退職慰労引当金 37,692千円

退職給付信託有価証券 56,734千円

投資有価証券等評価損 47,286千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 19,791千円

未払事業税 12,314千円

少額減価償却資産 2,348千円

その他 40,802千円

繰延税金資産小計 314,406千円

評価性引当額 40,600千円

繰延税金資産合計 273,806千円

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △ 32,888千円

その他有価証券評価差額金 △ 46,362千円

前払年金費用 △ 31,686千円

その他 △ 133千円

繰延税金負債合計 △ 111,069千円

繰延税金資産の純額 162,738千円

　

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳

　　繰延税金資産

賞与引当金 109,620千円

役員退職慰労引当金

退職給付信託有価証券

37,555千円

58,833千円

投資有価証券等評価損 32,350千円

貸倒引当金 25,305千円

未払事業税 14,808千円

その他 67,188千円

繰延税金資産小計 345,660千円

評価性引当額 78,155千円

繰延税金資産合計 267,506千円

繰延税金負債

買換資産圧縮積立金 △ 31,408千円

その他有価証券評価差額金 △ 11,078千円

前払年金費用 △ 3,257千円

その他 △ 133千円

繰延税金負債合計 △ 45,876千円

繰延税金資産の純額 221,629千円

　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 4.2％

住民税均等割等 6.6％

その他 △ 2.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.6％
　

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因

法定実効税率 40.6％

（調整）

交際費等永久に損金算入されない項目 5.1％

住民税均等割等 6.8％

スケジューリング不能の一時差異 7.5％

その他 △ 2.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 57.5％
　

　

(企業結合等関係)

 該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 947円45銭１株当たり純資産額 957円35銭

１株当たり当期純利益 40円03銭１株当たり当期純利益 33円18銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

(注)　算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１　１株当たり純資産額

前事業年度末
(平成19年３月31日)

当事業年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,104,349 6,190,138

普通株式に係る純資産額(千円) 6,104,349 6,190,138

普通株式の発行済株式数(株) 6,470,000 6,470,000

普通株式の自己株式数(株) 27,067 4,119

１株当たり純資産の算定に用いられた普
通株式の数(株)

6,442,933 6,465,881

２　１株当たり当期純利益

前事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

当期純利益(千円) 257,973 214,426

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式に係る当期純利益(千円) 257,973 214,426

期中平均株式数(株) 普通株式 6,444,882普通株式 6,463,415

　

 (重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

㈱百十四銀行 153,238 80,910

㈱東京精密 22,677 41,499

㈱ノーケン 7,500 36,000

㈱チノー 130,000 33,670

ジャパンパイル㈱ 50,000 31,300

酒井重工業㈱ 134,000 23,986

㈱ササクラ 24,000 22,080

長野計器㈱ 13,742 15,652

㈱ユーシン 30,000 12,030

ダイハツディーゼル㈱ 11,000 9,570

その他(11銘柄) 102,533 26,925

計 678,690 333,621
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【債券】

　

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

(その他有価証券)

第228回２月利付国債10年 80,000 82,072

第237回３月利付国債10年 20,000 20,622

計 100,000 102,694
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額又
は償却累計額
(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

建物 1,325,90633,4799,7771,349,608766,50832,285583,100

構築物 25,681 ― 158 25,523 17,856 649 7,667

機械及び装置 820 ― ― 820 628 41 192

工具器具及び備品 156,36735,88223,989168,260104,03126,445 64,229

土地 790,020 ― ― 790,020 ― ― 790,020

有形固定資産計 2,298,79569,36133,9242,334,232889,02459,4191,445,208

無形固定資産

営業権 120,000 ― ― 120,000120,00024,000 ─

ソフトウエア 62,32645,493 ― 107,819 56,3027,763 51,517

電話加入権 13,336 ― ― 13,336 ― ― 13,336

無形固定資産計 195,66245,493 ― 241,155176,30231,763 64,854

長期前払費用 9,713 2,347 734 11,326 5,763 1,852 5,563

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 51,428 17,805 1,601 2,176 65,455

賞与引当金 240,000 270,000 240,000 ― 270,000

役員賞与引当金 18,400 20,000 18,400 ― 20,000

役員退職慰労引当金 92,837 14,954 13,492 ― 94,299

（注）貸倒引当金の当期減少額(その他)は一般債権の貸倒実績率による洗替額1,308千円、個別引当額の見直しによる

戻入額480千円、回収による戻入額388千円であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 5,561

預金

当座預金 1,264,297

普通預金（外貨預金含む） 41,608

別段預金 2,711

預金計 1,308,616

合計 1,314,177

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱キング 145,719

クシダ工業㈱ 58,350

愛知日野自動車㈱ 42,410

㈱酉島製作所 41,411

愛知時計電機㈱ 35,842

その他(㈱カワサキマシンシステムズ他) 2,293,957

合計 2,617,688

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月満期 532,651

平成20年５月満期 669,370

平成20年６月満期 531,092

平成20年７月満期 535,659

平成20年８月満期 224,500

平成20年９月満期 74,003

平成20年10月以降満期 50,412

合計 2,617,688
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

三井造船㈱ 359,825

ダイハツディーゼル㈱ 352,287

㈱日本製鋼所 342,257

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 239,468

国土交通省 238,665

その他(㈱ジェイテクト他) 9,247,934

合計 10,780,436

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

前期繰越高
(千円)

(Ａ)

当期発生高
(千円)

(Ｂ)

当期回収高
(千円)

(Ｃ)

次期繰越高
(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

÷(Ｂ)×366
2

10,156,44030,490,25429,866,25810,780,436 73.5 125.7

(注)　当期発生高には消費税等を加算しております。

　

ニ　商品

　

品目 金額(千円)

工業用計測制御機器 172,943

環境計測・分析機器 10,955

測定・検査機器 43,958

産業機械 111,096

合計 338,953
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②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

長野計器㈱ 618,036

㈱エム・システム技研 356,103

㈱トキメック 321,606

エンドレスハウザージャパン㈱ 247,703

㈱ノーケン 223,473

その他(酒井重工業㈱他) 4,639,783

合計 6,406,705

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月満期 1,628,679

平成20年５月満期 1,460,419

平成20年６月満期 1,363,763

平成20年７月満期 1,314,946

平成20年８月以降満期 638,897

合計 6,406,705

　

ロ　買掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

三井物産㈱ 659,080

㈱トキメック 183,510

長野計器㈱ 166,702

㈱ＩＨＩ回転機械 103,324

理研計器㈱ 94,393

その他(㈱エム・システム技研他) 3,046,086

合計 4,253,096
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 10,000株券、1,000株券、500株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 500株

株式の名義書換え

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号
　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料

株券喪失登録又は抹消の申請による株券喪失登録の申請についての手数料
１件につき 10,000円
１枚につき 500円
上記以外の株式取扱に関する手数料は無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号
　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　大阪証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸ノ内一丁目４番５号
　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国本支店
野村證券株式会社　全国本支店

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により
行う。
なお、電子公告は当社のホームページ(http://www.eiwa-net.co.jp)に掲載しておりま
す。

株主に対する特典 該当事項はありません。

(注)　当社定款の定めにより、当社の株主は（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、以下

に掲げる権利以外の権利を行使することは出来ません。

　(1) 会社法第189条２項各号に掲げる権利

　(2) 取得請求権付株式の取得を請求する権利

　(3) 募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第60期)

自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日

平成19年６月25日
近畿財務局長に提出

(2)半期報告書 (第61期中)
自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日

平成19年12月21日
近畿財務局長に提出

(3)
有価証券報告書の
訂正報告書

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書
の訂正報告書）

平成19年６月29日
近畿財務局長に提出

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書
の訂正報告書）

平成19年９月３日
近畿財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月25日

英和株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　﨑　　洋　　文　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　南　　方　　得　　男　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる英和株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、英和株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

英和株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　仲　　尾　　彰　　記　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　南　　方　　得　　男　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている英和株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、英和株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月25日

英和株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　﨑　　洋　　文　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　南　　方　　得　　男　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる英和株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第60期事業年度の財務諸表、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、英和株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月25日

英和株式会社

取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　仲　　尾　　彰　　記　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　南　　方　　得　　男　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている英和株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第61期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、英和株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべ

ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

(注)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告

書提出会社)が別途保管しております。
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